
第3号の1様式

貸借対照表                     `

平成28年 3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

当年

度末

前年
度末 増 減

年

末

当

慮

年

末

一剛
産 増減

流動資産 956 857 806 0 956 857 806 流動負債 114 966 048 0 114 966 048

現金預金

事業未収金

未収金

未収補助金

立替金

前払金
前 ユ 費 用

７４‐

‐６４

２

”

１

７

３

513 547

115 451

807 191

038 350

021 707

300 314

061 246

０

０

０

０

０

０

０

741 513 547

164 115,451

2 807 191

37 038 350

1 021 707

7 300 314

3 061 246

事業未払金

預り金

職員預 り金

114 882 821

2 7 1 1

80 516

０

０

０

114 882 321

2 , 7 1 1

80 516

固定資産 5 396 495 17〔 C 5 396 495 173 固定負債 68 994 237 0 68 994 237

基本財産 3 150 396 92( 0 3 159 896 929 退職給付弓1当金 68 994 237 0 68 994 237

地

物

土

建

428 486 02(

2 731 410 00(

０

０

428 486 026

2 731 4:0 903

負債 の部合計 183 960 285 0 183 960 285

純 資 産 の 部

その他の固定資産 2 236 598 244 0 2 236 503 2“ 基本金

基本金

国庫補助金等特別積立金

国庫補助金等特男1積立金

その他の積立金

保育所施設設備積立金

人件費積立金

減価償却引当積立金

次期繰越活動増減差額

(うち当期活動増減差額)

1 305 205 878

1 305 205 873

646 545 183

646 545 133

1 859 070 753

613 080 826

24 000 000

1 221 989 927

2 358 570 880

177 832 692

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

1 305 205 878

1 305 205 873

646 545 183

646 545 183

1 859 070 ,53

613 080 826

24 000 000

1 221 989 927

2 358 670 880

177 832 692

土地

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

権利

ソフトウェア

保育所施設設備積立資産

人件費積立資産

減価償却引当積立資産

差入保証金

長期前払費用

158 452 201

15 556 717

110 500 638

4 494 007

83 247 502

151 424

1 636 522

613 080 826

24 000 000

1 221 989 927

210 000

3 278 480

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

158 452 201

15 556 717

110 500 638

4.494 007

83 247 502

151 424

1 636 522

613 080 826

24 000 000

: 22: 989 927

210 000

3 278 480 純吉産の部合計 6 169 892 694 0 6 169 392 694

資産の部合計 6 353 352 979 0 6 353 352 979 負債 及 び純 資産 の都 合計 6 353 352 97: 0 6 350 352 979



財務諸表に対するこ記 (社会福71L法人 岡山千鳥福祉会)

1 継 統事業の前提に関するlt記

該当無し

2 重 要な会計方針

(1)有価II井の評価基準及び評価方法

移動平均法に饉づく原価法

満期保和 的の債券―償却原価法

滴翔保有目的の薇券以外の有価証夕のうち市場価格のあるもの一時価法

(2)固 定贅産の減価償却の方法

減価償却資産―定燎法

ツース資産

所有権務転ファイナンス リ ース取引に係るリース贅産

自己所有の固定賣産に適用する減価償匈方法と同一の方法によっている.
所有相移転外ファイナンス リ ース取引に係る'― ス贅産

リース翔間を耐月年数とし、残存価燎を■とする定額法によっている。
(3)う 当金の計上薔準

退職I.●付,当 金―職スに対して将来支給する退職金のうち、当腋会II年度までに

会担すべき燎を見積り 退 職給付引当金に計上する.

賞与,当 全―織■に支給する賞与のうち 当 僚会計年度の負担に属する額を見積
り、■与引当金として針上する。ただし、■要性の原則あり.

傲収不能引当全―全餞薇権のうち 微 収不配の見込み額を歓収不籠引当金として

ll上する.

3 ■ 要な会計方針の変更

腋当無し

4 法 人で採用する退職給付制度

自社規定の退職全規種

社会福祉施設職■年退職手当共済Ill鷹

5 法 人が作成する財務略表等と拠点区分、サービス区分

当法人のlt成する財務厳表は以下のとおりになぢている。
(1)法人全体の財務鮨表 (第1,の 1様式、第2■ の1様式、第3,の 1様式)
(2)事業区分Яl内颯表 (第1,の 2株式 第 2,の 2様 式 第 3,の 3様式)
当法人では 公 益 収 益事業を実施していないためl●成していない.
(3)社会福祉事業における拠点区分Яl内駅ま (第1,の 3様 式、第2,の 3様 式、
第3,の 3様 式)

(4)収益事業における拠点区分Яl内訳妻 (第1,の 3様 式 第 2,の 3様式、第3

,の 3様 式)

当法人では 公 益 収 益●業を実施していないため作成していない.
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア 法 人本部 (社会福祉事業)
「法人本部J
イ ち どり保育国拠点 (社会福祉事業)
fちどり保書口」

ウ 紅 陽台ちどり保i口 拠点 (社会福祉事業)
「紅陽台ちとり保書口J
工 築 港ちどり保青口拠点 (社会福l■事業)
「築港ちとり保i口 J

オ 撻 ケ原ちとり保,国 拠点 (社会福祉事業)
f撻ヶ原ちとり保書口J
力 長 |.荘拠点 (社会福祉事業)
「特別姜餞老人ホーム長船荘J「 彙船荘 短期入所生活介護事業所」
「長|.・llデイサービスセンター」 「長船■在宅介餞支援センター」
キ オ ペラ′ヽウス鴨方拠点 (社会福l■事業)
[特別姜護老人ホームオペラハウス鳴方j『 オペラ′ヽウス鴨方 短期入所生活介護事業所j
「オベラハウス鴨方デイサービスセンターJ「 オペラ′ヽウス鴨方ケアプランセンターJ



6 基 本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである

(単位 :円)

基本財産の種類 前期末残高 当翔増加額 当期減少額 当期末残高

土地 428 486 026 O 428,486,026

睦物 2 834, 150 138 12 309,408 115,048,64: 2,701,410,903

合計 3.262.636,164 12,309,408 115 048 643 3 169 896 929

7 会 II基準第3● 第4 (́4)及 び (6)の 規定による基本金又は国庫補助全等

特Яl積立金の取崩じ

該当無し

8 担 保に供している資産

担保に供されている賣産は以下のとおりである.

腋当無し

lt

担保している薇務のな燎および金額は以下のとおりである.

鰊当無し

計

9 固 定賣この取得価輌 減 価償却屎II輌及び当翔末残高

は 僣対照表上、間接法で表示している場合は記載不要.)

固定賣産の取ll価額、減価償却累tt輌及び当期末残高は、以下のとおりである.

円

取得価猥 減価償却累lt輌 当期末残高

建物 (基本財鷹) 4,001,000,748 1,329 580,845 2,731,410,903

嘔物 41,129,941 25,573,224 15 550 717

厠築物 20, 666 060 99 065 021 110,500,638

嘔輌澤搬■ 30,928,135 26,434,128 4,494 007

躊ス及び備品 350,494,032 207,247. 130 83,247.502

ソフ トウェア 14.578,505 12,941,983 1 636 522

合l t 4 707 087 020 1 760 841 031 2,946,846.289

10 横 繕額、徴収不能引当金の当期末残高 接 権の当期末残高
(貸僣対照表上 間 接法で表示している場合は記載不要.)

11 滴 期保有日||の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満翔保有目的の債券の内釈並びに帳簿価額、1寺価及び評価損益は以下のとおりである.

螢権頷、徴収不能,当 金の当翔末残高、晏権の当翔末残高は以下のとおりである。



12 関 連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

薔躙 ■人■の

名称
[冽 贅函おロ

腱̈̈
=掟 薇り 口■ , 駅,の

内容

取]金額 科日 期末残高
所有II合 の

●
傾
鶴
疑
暉
子

の

1薔晏κ 鰤～会社 八男 目山市中区蛛屋"■● 034“,4, 会計 籠お事姜受朧 0 % 晨員の兼薔 ■嶺姜“● 21"`10 魚務姜κ, 17020"

取引条件及び取引条件の決定方針等
・業務萎籠費…・業務の専門性、従業員 ・設備確保及び同植業務を他社へ委託した際の委託料金

を、総合的に勧案した上で腱意契約している。

13 重 要な偶発債務

腋当無し

14 重 要な後発事象

該当無し

15 そ の他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

その他の特別損失のうち、 「会計基準移行に伴う過年度修正額」は、
新会計基準移行に伴い日庫補助金等特月1積立金の期首残高を調整したものである。


